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研究要旨 
【目的】これまで日本においては電子タバコの普及の実態に関する調査が実施されてこなかった。そこで、

われわれは日本における電子タバコの認知および使用の実態を明らかにすることを本研究の目的とした。 
【方法】2015 年 1 月 31 日～2 月 17 日に日本の一般住民を対象として電子タバコに関するインターネッ

ト調査を実施した。ここでは、電子タバコの認知および使用割合を知るための調査（調査①）と、電子タ

バコの使用実態を知るための調査（調査②）の 2 つの調査を同時に実施した。調査①では、アンケートの

回答者（n=9055）のうち、不正回答の認められた者（n=815）を除外した 15-69 歳の男女 8240 人が分析

の対象者である。電子タバコの認知および使用の割合（％）を、性・年齢階級・喫煙状況別に計算した。

インターネット調査データと一般住民を対象に実施した調査（国民生活基礎調査）データを併合して共変

量調整する方法により、インターネット調査データの偏りを補正した。調査②では、アンケートの回答者

（n=3201）のうち、電子タバコの使用経験がない者（n=800）、直近 30 日間に電子タバコを使用してい

ない者（n=1068）、および不正回答の認められた者（n=608）を除外した、電子タバコ現在使用者 748
人が分析対象者である。 
【結果】調査①では、15-69 歳の男女において約半数（48%）は電子タバコを知っており、6.6%少なくと

も 4.8%は電子タバコを使用したことがあり（使用経験あり）、約 1.3%は電子タバコを直近 30 日以内に使

っていて（現在使用あり）、同じく約 1.3%には電子タバコの 50 回以上の使用経験があった（習慣的使用

経験あり）。特に若年層において現在使用が多く認められた。現在喫煙者で特に使用の割合が高い傾向を認

めた一方、非喫煙者（never smoker）においても男性で 3.5%、女性で 1.3%に電子タバコの使用経験を認

めた。調査②では、紙巻きまたは手巻きタバコを併用している電子タバコ現在使用者が 75.3％と多かった。

電子タバコ現在使用者のうち、17.8％が毎日電子タバコを使用しており、半数以上（53.8％）が累計 50
ターン以上の習慣的使用経験者であった。1 日の使用ターン数の中央値は 3 ターンであったが、20 ターン

以上使用する者も21.7％いた。使用したことのあるリキッドの種類が1種類だけの者は32.4％であったが、

10 種類以上使用したことがある者も 10.7％いた。主な電子タバコの使用場所は、自宅の屋内が半数以上

（57.6％）と最も多かった。職場が主な使用場所だったのは計 10.0％（仕事をする場所：4.8％、屋内喫

煙所：2.8%、屋外喫煙所：2.4％）であった。 
【結論】今後も日本における電子タバコの認知および使用の動向についてモニタリングを実施し、日本の

電子タバコに関する政策を適切に実施するために電子タバコに関する害とメリットの両方についてエビデ

ンスを形成していく必要がある。 
 
 
Ａ．研究目的 
 電子タバコは、従来のタバコ状やそれより大き

なタンク状のかたちをした吸入器（本体）にニコ

チンやプロピレングリコール、グリセリンなどが

含まれる味や香りのする溶液（リキッド）が入っ

たカートリッジを装着し、バッテリーで加熱して

発生させた蒸気を吸引して使用するようにできて

いる[1]。電子タバコの普及が伝えられるなか、電

子タバコの規制については各国の状況に応じて考

慮する必要がある[2]。現在、日本では薬事法によ

る規制のもと、ニコチン入りの電子タバコは公に

は販売されていない。一方でニコチンが含まれな

いものについては法的規制が十分ではない。タバ

コ産業も電子タバコに力を入れ始めている[2]。日

本たばこ産業（JT）は 2013 年 12 月電子加熱式

タバコ Ploom（プルーム）の販売を開始し、2014
年 6 月には英国の電子タバコメーカーを買収した

（Zandera 社）。またタバコ産業世界シェア第一位

のフィリップモリス社は電子加熱式タバコ iQOS

（アイコス）を開発し、最初に日本に投入、2014
年 11 月名古屋にて宣伝広報・販売を開始した。 

WHO は、電子タバコが若者や非喫煙者に新し

いタバコのかたちを提案するために利用されるだ

ろうと懸念している[2]。また、WHO は電子タバ

コの使用について調査しなければならないと指摘

しているが、これまで日本においては電子タバコ

の普及の実態に関する調査が実施されてこなかっ

た。そこで、われわれは日本における電子タバコ

の認知および使用の実態を明らかにすることを本

研究の目的とした。 
 

Ｂ．研究方法 
日本の一般住民を対象として電子タバコの認知

および使用に関するインターネット調査を実施し、

結果を集計した。 
 
■調査票 
 調査に用いた調査票一式を資料として添付する



（報告書末尾）。調査票の項目には、対象者の基本

的属性および社会経済的状況、タバコ・電子タバコ

やアルコール等の薬物の使用状況を含めた。 
 
■インターネット調査会社の選択 
日本における電子タバコの認知および使用を調

査するにあたり、調査の有効性および効率性を考慮

し、（１）日本全国に十分な人数の調査対象者（モ

ニター）がいること、（２）すでに電子タバコの使

用に関する情報があること、の2点を条件にインタ

ーネット調査会社を選択した（楽天リサーチ株式会

社 URL：http://research.rakuten.co.jp/）。 
 
■インターネット調査の方法 

上記インターネット調査会社にインターネット

調査を委託し実施した。日本全国における電子タバ

コの認知および使用の割合を求めるための調査（調

査①）と日本全国における電子タバコ使用者の実態

を知るための調査（調査②）の二つの調査を同時に

実施した（調査実施期間：2015年1月31日～2月17
日）。それぞれの調査における配信の対象と手順・

配信数そして目標回収数および質問内容（番号）は

下記の通りである。 
 
調査①：日本全国における電子タバコの認知およ

び使用の割合を求めるための調査 
対象：インターネット調査会社に登録されたモニ

ター全体約 230万人からのランダムサンプリング 
参考 URL：
http://research.rakuten.co.jp/download/cigarett
e_panel.pdf 
目標回収数：同時点の回収があるため回収実数は

目標数を上回る。 
15-19 歳男女 500 人×2 小計 1000 人 
20-29 歳男女 800 人×2 小計 1600 人 
30-39 歳男女 800 人×2 小計 1600 人 
40-49 歳男女 800 人×2 小計 1600 人 
50-59 歳男女 800 人×2 小計 1600 人 
60-69 歳男女 800 人×2 小計 1600 人 
合計 9000 人 
配信手順 
①2015年 1月 31日（金）：目標回収数と同数（9000
人）をモニター全体からランダムサンプリングし

て配信（インターネット調査会社におけるこれま

での調査実績から回収率 10%前後と予想）した。 
②2/2（月）上記対象者に対して督促のメールを配

信した。 
③2/5（木）締切：1 週間の本調査における性年齢

階級別の回収率が判明した。 
④2/6（金）性年齢階級別の目標回収数残数を考慮

し、モニター全体からランダムサンプリングして

配信した。 
⑤2/9（月）上記対象者に対して督促のメールを配

信した。 
⑥性年齢階級別に目標回収数に達し次第、調査を

締め切った（調査最終日=2015 年 2 月 17 日）。 
質問内容（報告書末尾の調査票一式を参照のこと） 
全員に共通：29 問 (質問番号：Q0-26, Q67,Q79)  
Q17に応じて、下記の 4群のカテゴリーに分かれ、

カテゴリーに応じて質問数が決まる。 
１．非喫煙・非電子タバコ： 2 問(Q30-32), 2 問

(Q27-29) 合計 4 問 
２．喫煙あり・非電子タバコ：4 問(5 問[過去喫煙

者]）(Q62-64, Q66[過去喫煙者], Q78) , 2 問

(Q27-29) 合計 6(7)問 
３．喫煙あり・電子タバコあり：4 問(5 問[過去喫

煙者]）(Q62-64, Q66[過去喫煙者], Q78) , 12 問

(Q33-Q44, Q46, Q59) 合計 16(17)問 
４．非喫煙・電子タバコあり： 2 問(Q30-32), 12
問 (Q33-Q44, Q46, Q59) 合計 14 問 
 
調査②：日本全国における電子タバコ使用者の実

態を知るための調査 
対象：インターネット調査会社が独自に形成した

2013 年および 2014 年のタバコパネル*の対象者

（20～69 歳）のうち電子タバコを使用した経験が

あった約 32000 人全数（電子タバコの使用経験

者）、および、2014 年のタバコパネルの対象者の

うち喫煙者（喫煙あり・非電子タバコ）約 65000
人からのランダムサンプリング 
*タバコパネルとは、2013 年 11 月と 2014 年 11
月にインターネット調査会社により実施されたタ

バコに関する独自調査に回答したモニター集団を

指す。すでに電子タバコを使用したことがあるか

どうかデータが収集されていたため、出現率が低

いと考えられる電子タバコの使用者を効率的に調

査へリクルートすることが可能となった。 
目標回収数：同時点の回収があるため回収実数は

目標数を上回る。 
電子タバコの現在使用者：800 人 
電子タバコの習慣的過去使用者：800 人 
電子タバコの非習慣的過去使用者：800 人 
喫煙あり・非電子タバコ：800 人 
合計 3200 人 
配信手順 
①2015年1月31日（金）：目標回収数と同数(3200)
を配信（スクリーニング調査の回収率 50%前後を

予想）した。 
②2/2（月）上記対象者に対して督促のメールを配

信した。 
③2/5（木）締切：1 週間のスクリーニング調査に

おける回収率が判明した。 
④2/6（金）目標回収数残数を考慮し、タバコパネ

ルのうちの電子タバコの使用経験者の残り全数に

配信した。また同様に喫煙者（喫煙あり・非電子

タバコ）からランダムサンプリングして配信した。 
⑤2/9（月）上記対象者に対して督促のメールを配

信した。 
⑥目標回収数に達し次第、調査を締め切った（調

http://research.rakuten.co.jp/


査最終日=2015 年 2 月 7 日）。 
質問内容： 
タバコ使用の有無（Q17）をはじめに質問し、そ

の回答に応じて、下記 4 カテゴリーに分かれる。 
※非喫煙・非電子タバコの者はいないはずである

が、いればその時点で調査から脱落する。 
全員に共通：29 問 (質問番号：Q0-26, Q67,Q79) 
電子タバコあり：16 問(Q62-65, Q66[過去喫煙者], 
Q68-78) , 29 問(Q33-61) 合計 45 問 
喫煙あり・非電子タバコ：16 問(Q62-65, Q66[過
去喫煙者], Q68-78) , 2 問(Q27-29) 合計 18 問 
 
■本研究における電子タバコの定義 

本研究では、電子タバコ（ニコチンを含んでい

るもの）、電子タバコ（ニコチンを含んでいない

もの）、電子タバコ（ニコチンを含んでいるかど

うか分からないもの）、Ploom（プルーム）およ

び iQOS（アイコス）の 5 分類を電子タバコとし

て定義した。ところで、電子タバコ（Electronic 
cigarette; E-cig）という名称はタバコ産業が意図

して命名したものであり、使うべきでないと主張

されている（Mark A. Levin 日本禁煙学会学術総

会、沖縄、2014）。電子タバコという呼び名につ

いて COP-6 では Electronic nicotine delivery 
systems (ENDS) and electronic non-nicotine 
delivery systems (ENNDS)[2]とすることが決め

られた。省略した表記は ENDS/ENNDS である。

電子タバコの COP-6 式日本語名は電子式ニコチ

ンおよび非ニコチン送達装置（treatobacco.net に
よる日本語表記を参考とした）となるが、この名

称は「電子タバコ」と比べて使いにくく、とても

一般に普及させることはできないだろうと考えら

れる。こういった名称の問題は一般に用いられる

「タバコ・喫煙の定義」に混乱をもたらし、従来

からのタバコ対策が阻害される可能性を示唆して

いる。本報告書では便宜の観点から「電子タバコ」

という表記を用いることとした。 
 電子タバコの種類によって日本における法規制

上の取り扱いが異なっている。ニコチンを含んでい

るものは薬事法（厚生労働省は薬事法に基づく都道

府県への通知で、個人が一度に輸入できるニコチン

溶液を1カ月分の個人使用量[120ミリリットル相

当]と示している）、プルームおよびアイコスはたば

こ事業法の管轄であり、ニコチンを含んでいないも

のは明確に法令が適用されていないのが現状であ

る。このような法規制体系によって日本における電

子タバコの普及には電子タバコの種類による偏り

がある可能性があるが、本研究では従来からの燃焼

するタバコ（紙巻きタバコおよび手巻きタバコ）と

は区別し、上記の電子タバコの定義を用いた。電子

タバコ全体での分析ではなく、それぞれの分類およ

び銘柄別の電子タバコの使用に関する分析は将来

の課題としたい。 

 
■本研究における変数の定義 
１．電子タバコの認知（awareness） 
「電子タバコを知っていますか。」の質問に対して

「はい」と回答した者を電子タバコの認知ありと定

義した。 
２．電子タバコの使用経験（ever use） 
 「電子タバコを今までに一度でも試したことがあ

りますか。（Q16）」の質問に対して「ある」と回

答した者を電子タバコの使用経験ありと定義した。

また他に電子タバコ※を「現在、使っていますか。

（Q17）」の質問に対して「1回以上使ってみたが、

習慣的には使用しなかった」、「以前は習慣的に使っ

ていたが、今は止めている」、「時々使う日がある」

もしくは「ほとんど毎日使っている」と回答した者

は上記の電子タバコの使用経験ありと同義である

と考えられる。しかし、約3.9%（n=322）の回答者

においてこの両者（Q16およびQ17）の回答に矛盾

が認められたため、Q17における回答を優先してデ

ータ修正を実施した。ただし、矛盾のパターンとし

て「なし、あり」「あり、なし」の両方があったた

め、修正後の「あり」の割合の変化は約1%程度に

留まった。またQ16かつQ17にて使用経験ありと回

答した者を「電子タバコの使用経験あり（矛盾なし）」

と定義した。後者では矛盾があったケースを全て使

用経験なしと判定してしまうため電子タバコの使

用経験の割合を過小評価する可能性がある一方、こ

の定義で得られる使用経験の結果（少なくともこの

定義で得られた割合以上であろうと推測される点）

は頑健であろうと考えられる。 
※電子タバコには上記定義の項に記した5分類が含

まれるが、より高い使用の状況に合わせて定義した

（例えば、いずれか現在使用=現在使用）。 
３．電子タバコの現在使用（current use） 
「直近30日のうち、何日、電子タバコを使いました

か。」の質問に対して0日ではなく1日～30日と回答

した者を電子タバコの現在使用者と定義した[3]。本
研究における調査票では電子タバコを止めている

かどうかの質問において何日間止めていることを

止めていると定義するか指定しなかったため、直近

30日間の使用者のなかには「現在使用」ではなく「止

めている」と回答した者が含まれる。データの解釈

においてこの点にも留意する必要がある。 
４．電子タバコの習慣的使用経験（established ever 
use） 
「おおよそ15回ほど吸って吐いてを繰り返す10分
程度のひとまとまりの行為を1ターンとみなします。

あなたはこれまでに合計何ターン、電子タバコを使

いましたか。」の質問に対して50ターン以上と回答



した者を電子タバコの習慣的使用経験者と定義し

た[3]。1度の使用でかなり多く使用する者もおり、

50ターン以上の使用が必ずしも習慣的使用だとは

できないものの、先行研究と同様に定義した。 
５．その他の変数の定義 
喫煙状況 
 紙巻きタバコもしくは手巻きタバコを「現在、使

っていますか。」の質問に対して「これまで一度も

使ったことがない」もしくは「1回以上使ってみた

が、習慣的には使用しなかった」と回答した者を「非

喫煙者（never smoker）」、「以前は習慣的に使って

いたが、今は止めている」と回答した者を「過去喫

煙者（former smoker）」、「時々使う日がある」も

しくは「ほとんど毎日使っている」と回答した者を

「現在喫煙者（current smoker）」と定義した。紙

巻きタバコおよび手巻きタバコのいずれかを使用

している場合には高い状況に合わせて定義した（例

えば、いずれか現在喫煙=現在喫煙）。 
その他の変数 
 基本属性および社会経済的要因として、性別、年

齢階級（15-19歳、20-29歳、30-39歳、40-49歳、

50-59歳、60-69歳）、地域ブロック（人口移動調査

における地域ブロック）、婚姻状況、学歴、住居（持

ち家の有無）、就業状況を定義した。健康関連要因

として主観的健康感（よい、まあよい、ふつう、あ

まりよくない、よくないの5件法）を定義した。 
ここにあげた変数は全て本研究におけるインター

ネット調査および国民生活基礎調査の両方で共通

して得られる要因である。ただし、両調査では質問

票における聞き方が若干異なっている。 
 
■統計解析 
 調査①における回答者（n=9055）のうち、不正

回答（特定の質問に対して全て同じ選択肢を回答し

た者、もしくは同居人数の質問で矛盾する回答をし

た者）の認められた者（n=815）を除外した15-69
歳の男女8240人が分析の対象者である。分析対象者

の性・年齢階級別分布は2010年の国勢調査から予想

された2013年の人口分布と大きな違いがないと判

断し、そのままの分布を用いた（将来、人口動態統

計による分布になるよう重み付けした分析を実施

する）。電子タバコの認知および使用の割合（％）

を、性・年齢階級・喫煙状況別に計算した。 
 インターネット調査は調査会社が事前に募集し

た調査協力者の集団に依頼を行い、その一部が調査

に回答するというものである。インターネット調査

の調査協力者は年齢や職業・学歴、インターネット

の使用頻度、価値観など様々な点で一般住民全体と

いう本研究で関心のある母集団と比較して分布に

偏りのある集団であると想定されるため、インター

ネット調査の結果は一般住民を対象に実施した調

査の結果とは異なる可能性がある。そこで、本研究

ではインターネット調査データと一般住民を対象

に実施した調査データを併合して共変量調整する

方法により、インターネット調査データの偏りを補

正した[4]。 
 インターネット調査の補正の方法の詳細は参考

文献[4]に記載されているが、簡潔に手順を記す。本

研究で実施したインターネット調査と共通の共変

量を有する日本を代表する一般住民を対象に実施

された調査である国民生活基礎調査のデータと本

研究におけるインターネット調査データを併合し、

「インターネット調査での回答者」ならz=1、「国

民生活基礎調査での回答者」ならz=0となるインデ

ィケータ変数zを設定し、zを共変量で説明する2値
データの回帰分析（ロジスティック回帰）を実施し

た。本研究では15歳～69歳男女について性年齢階級

別に目標回収数を設定しているため、性年齢階級別

（男女×6年齢階級の12層）に併合して分析した。

2013年の国民生活基礎調査では10代における喫煙

状況の情報が得られなかったため、10代においても

喫煙に関するデータが存在する2010年の国民生活

基礎調査データを分析に用いた（国民生活基礎調査

データはタバコ対策関連研究において使用する目

的にて統計法第33条に基づきデータ使用について

申請・承認されたものである）。また共変量として

地域、婚姻状況、学歴、住居、就業状況、主観的健

康感および喫煙状況を用いた（10代においては共変

量の分布に基づき調整に用いる共変量を別途選択

した）。それぞれの層においてロジスティック回帰

分析の結果として得られた各調査回答者における

「インターネット調査での回答者である」予測確率

が傾向スコアの推定値である。そして傾向スコアか

ら逆確率による重み付け（inverse probability 
weighting; IPW）をした推定を行う。ただし、場合

によっては傾向スコアの推定値が非常に小さい調

査回答者の重みが非常に大きくなり安定した結果

が得られない可能性があるため、傾向スコア推定値

が0.05以下の場合には推定値を0.05（すなわち閾値

=0.05；20以上の重みができない処置）としてIPW
推定を実施した。これまでの先行研究から閾値の適

用が安定した調整をもたらすこと、共変量として学

歴や住居は汎用的な共変量であること、基本属性の

組み合わせを共変量とする調整により単純なイン

ターネット調査データの結果よりも一般住民にお

ける結果（先行研究において真の値だと定義）に近

づくことが分かっており[4]、本研究の結果はこれら

の調整方法を適用することにより単純にインター



ネット調査の結果をみるよりも一般住民における

分布に近づいていると考えられた。 
 調査②においては、アンケートの回答者（n=3201）
のうち、電子タバコの使用経験がない者（n=800）、
直近 30 日間に電子タバコを使用していない者

（n=1068）、および不正回答の認められた者

（n=608）を除外した、電子タバコ現在使用者 748
人が分析対象者である。電子タバコの使用状況と

して、直近 30 日間の使用日数、これまでの累計

使用ターン数、1 日の使用ターン数、これまでに

使用したことのある本体およびリキッドの種類の

数、入手場所、主に使用しているブランド、主な

使用場所について集計した。 
（倫理面への配慮） 
 インターネット調査の実施に当たり、調査を受け

ることの同意はあらかじめ調査会社により実施さ

れている。ただし、調査の内容は様々であるため、

本調査内容にまつわるリスクについては追加の説

明が必要だと考えられた。そのため、我々はあらか

じめ調査会社が加盟している日本マーケティング

リサーチ協会による綱領およびガイドラインに従

い、本調査の実施に関して調査会社から承認を得た。

さらに本研究における調査では、「アンケート調査

対象者への説明文」（報告書末尾の調査票のはじめ

に記載）を調査参加者全員に対して必ず提示するこ

ととした。調査で得られた情報は個人を特定できな

い形でしか発表されないことや調査の目的以外に

は利用しないことを対象者に伝えた。本研究に関し

て大阪府立成人病センターの倫理審査委員会から

の承認を得て研究を実施した。 
 
Ｃ．研究結果 
■調査① 

表 1 にインターネット調査であることの偏りを

補正する前後における調査回答者の特性を示した。

補正は各性年齢階級毎に実施し、補正に使用した

重みは平均 1 となるように調整したため、補正の

前後で性年齢階級の分布は全く同一であった。補

正前は、補正後と比較して、地域の東京圏、大阪

圏、婚姻状況の未婚、学歴の大学、住居の持ち家

なし、主観的健康感のよい、まあよい、喫煙状況

の非喫煙（特に男性）が多かった。 
 表 2 に日本における性・年齢階級・喫煙状況別

の電子タバコの認知および使用の割合（％）を示

した。表 2 には同様に現在喫煙（主に紙巻きタバ

コの使用）の割合（％）も提示したが、特に男性

において、補正前と補正後で現在喫煙の割合が大

きく異なり、補正後は日本全国を代表する調査で

ある国民生活基礎調査における現在喫煙の割合に

近づいていることが分かる。インターネット調査

であることの偏りを補正するために現在喫煙の項

目も使用しているため、現在喫煙の割合が近づく

のは当然であった。しかし、これまでの先行研究

から従来の紙巻きタバコの喫煙と電子タバコの使

用が強く関連していることが分かっている[5]た
め、現在喫煙の割合が一般住民における割合に近

づくように補正された結果の方が真の電子タバコ

の使用の割合に近いものと考えられた。そこで、

ここでは補正後の結果に注目して記載する。 
 男女合計で 48%が電子タバコを知っている（認

知:aware）と回答し、男性（53%）の方が女性（43%）

よりも約 10%認知の割合が高かった。年齢階級別

に電子タバコの認知に大きな差が認められなかっ

た一方、喫煙状況別には現在喫煙者は非喫煙者よ

りも 20-30%多く電子タバコを知っていた。 
 男女合計で 6.6%が電子タバコの使用経験（ever 
use）があると回答し、男性（9.2%）の方が女性

（4.1%）よりも約 5%使用経験の割合が高かった。

年齢階級別にみると男性では 20-49 歳、女性では

20 代で使用経験の割合が比較的高く、喫煙状況別

には現在喫煙者は男女ともに約 18%が電子タバ

コを 1 度以上使用したことがあった。矛盾のない

使用経験の定義を用いた結果からは、男女合計で

少なくとも 4.8%（男性で 6.7%、女性で 2.9%）は

電子タバコの使用経験があることが分かった。 
 男女合計で 1.3%が直近 30 日以内に電子タバコ

を使用(current use)しており、男性（1.7%）の方

が女性（0.9%）よりも使用の割合は高かった。年

齢階級別にみると男女ともに若年層にて電子タバ

コの現在使用が多い傾向が認められた。ただし、

補正後の 10 代女性の値は 0.7%と補正前よりもか

なり低い値であった。喫煙状況別にみると現在喫

煙者の男性では 3.2%、女性では 4.4%が電子タバ

コを直近 30 日以内に使用していた。 
 男女合計で 1.3%が電子タバコをこれまでに 50
ターン以上使用したことがある（established use）
と回答した。男性で 2.0%、女性で 0.6%と男性に

おいて習慣的使用経験の割合が高かった。年齢階

級別にみると男性の 30-49 歳で約 3%と割合が高

く、現在喫煙者の 4-5%が電子タバコを 50 ターン

以上使用していた。 
 また本研究における「非喫煙者」とは「これま

でに習慣的にタバコを吸ったことがない者

（never smoker）」であり、習慣的喫煙者が禁煙

した場合を含んでいない。その非喫煙者（never 
smoker）においても男性で 3.5%、女性で 1.3%に

電子タバコの使用経験が認められた。 
 
■調査② 
 表3に電子タバコ現在使用者の特性を示した。本

調査における電子タバコ現在使用者は男性が

82.5％、平均年齢は46.2歳であった。紙巻きタバコ

もしくは手巻きタバコを現在も使用している者（い

わゆるデュアルユーザー）が75.3％であり、一方で

紙巻タバコまたは手巻きタバコをこれまでに使用

したことが無い者も11.6％いた。 
 表 4 に電子タバコの使用状況を示した。電子タ



バコ現在使用者のうち、17.8％が直近の 30 日間

毎日電子タバコを使用しており、半数以上（53.8％）

が累計 50 ターン以上の習慣的使用経験者であっ

た。一方、累計が 5ターン未満の者も 21.8％いた。

1 日の使用ターン数の中央値は 3 ターンであり、1
日5ターン未満の者が多かった（1ターン：26.5％、

2-4 ターン：28.9％）が、20 ターン以上使用する

者も 21.7％いた。使用したことのある本体の種類

は、中央値は 2 種類であり、1 種類だけの者が

44.3％であったが、5 種類以上使用したことがあ

る者も 10.0％いた。使用したことのあるリキッド

の種類は、中央値は 2 種類であり、1 種類だけの

者が 32.4％であったが、10 種類以上使用したこ

とがある者も 10.7％いた。電子タバコの入手先と

しては、インターネットの通信販売が 61.2％で最

も多かった。主に使用している電子タバコブラン

ドは、VAPE X6 が最も多く（21.0％）、次いで

NJOY（15.6％）、Ploom（13.5％）であった。主

な電子タバコの使用場所は、自宅の屋内が半数以

上（57.6％）と最も多く、次いで自宅の屋外（9.1％）、

職場の仕事をする場所（4.8％）、車の中（4.0％）

であった。なお、主に使用している電子タバコブ

ランド、および主な電子タバコの使用場所の質問

については、電子タバコを「習慣的には使用しな

かった」と回答した者にはたずねていないため、

未回答がそれぞれ 86 名、89 名いることに留意が

必要である。 
 
Ｄ．考察 
 本研究は日本において電子タバコの認知および

使用の実態に関する初めての研究である。15-69
歳の男女において約半数（48%）は電子タバコを

知っており、6.6%少なくとも 4.8%は電子タバコ

を使用したことがあり（使用経験あり）、約 1.3%
は電子タバコを直近 30 日以内に使っていて（現

在使用あり）、同じく約 1.3%には電子タバコの

50 回以上の使用経験があった。特に若年層におい

て現在使用が多く認められた。これらの数値は、

インターネット調査データの偏りを補正すること

により得られたものであるが、補正前の数値と比

較して大幅な変化を呈しているわけではない（表

2）。重み付けによりインターネット調査におけ

る現在喫煙の割合は国民生活基礎調査における現

在喫煙の割合にかなり近づいており、先行研究に

より確立された方法を用いていることから補正後

の値を日本全国における電子タバコの認知および

使用の実態であると推定した。一般住民に対する

ランダムサンプリングによる大規模調査はコスト

面で実施が困難であり、安価で短期間に実施でき

るインターネット調査は電子タバコの使用実態等

のモニタリング調査において今後利用される機会

が増していくものと考えられる。本研究のように

ある程度の調査項目を国民生活基礎調査の項目と

共通のものにすることによってインターネット調

査データの偏りを補正する方法は今後検討を重ね

て改良し、より頑健な方法として高めていくこと

が期待される。 
 日本における電子タバコの認知の割合（48%）

は、よりタバコ対策が進展している米国における

一般住民での値（58% in 2011[6]、78% in 2013[7])
よりも低い値であった。さらに本研究の実施時期

は 2015 年 1 月～2 月であり、同時期の欧米では

さらに高い値を呈するものと推察される。また喫

煙状況別に現在喫煙者は非喫煙者よりも 20-30%
多く電子タバコを知っていた。これには（電子タ

バコの禁煙支援の有効性は実証されていないにも

かかわらず）電子タバコが禁煙補助グッズとして

販売されていることや、電子タバコに“タバコ”と
いう名称が使われていることが関連しているかも

しれない。 
日本における電子タバコの使用経験の割合

（4.8-6.6%）は、米国における値（1% in 2009、
2-3% in 2010[5]、8.5% in 2013[7]）と比較してと

ても低い値だとは言えない。日本における電子タ

バコの現在使用の割合（1.3%）は米国における

2010 年頃の数値[5]であり、米国では 2013 年には

現在使用が 2.6%[7]まで高まっている。日本にお

いても今後さらに電子タバコが普及していく可能

性がある。 
電子タバコの使用経験および習慣的使用は一般

集団の中では現在喫煙者（current smoker）で最

も高く、電子タバコの現在使用者側から見ても約

4 分の 3 が紙巻/手巻タバコとの二重使用者であっ

た。喫煙者が電子タバコを使用する理由としては、

禁煙や減煙のため、普通タバコよりも安価である

ため、または禁煙の場所において使用できるため、

などが多いと言われている[1]。現在のところ、電

子タバコの禁煙およびハームリダクションに対す

る効果は限定的であると指摘されており[8]、紙巻

タバコを完全に禁煙することに比べると、二重使

用が喫煙者の生存率に悪影響を及ぼす可能性も懸

念される[9]。二重使用者における紙巻タバコおよ

び電子タバコの使用状況の変遷については、今後

詳細にモニタリングしていく必要があると思われ

る。 
 一方、非喫煙者（never smoker）において男性

で 3.5%、女性で 1.3%が電子タバコを使ったこと

があり、男性で 0.6%、女性で 0.3%が電子タバコ

を 30 日以内に使っていた。この日本の非喫煙者

（never smoker）における電子タバコの使用経験

の値（男性で 3.5%、女性で 1.3%）は米国におけ

る 2013 年の値（1.2%）[7]と比較して、女性で同

等、男性では日本の方が高い値を呈していた。現

在の米国ではさらに高い値になっている可能性も

あるが、米国では 2010 年から 2013 年にかけてこ

の値は増加していなかった[7]。また、本調査では、

電子タバコの現在使用者から見ても、そのうちの

約 10％は非喫煙者（never smoker）であった。

日本の非喫煙者（never smoker）における電子タ

バコの使用経験のデータは、電子タバコが禁煙す

ることを目的として使用されるだけでなく、非喫



煙者において新しい生活習慣として電子タバコの

蒸気を吸うこと（vaping）が普及してきているこ

とを示しているのかもしれない。従来からの紙巻

きタバコとは違う集団が電子タバコにおけるマー

ケティングの対象として設定されているかもしれ

ない。日本で独自の販売方法が展開されているプ

ルームやアイコスが（本調査でも合わせて約 20％
の電子タバコ現在使用者が主に使用している電子

タバコブランドと回答）、どのようにここに関連し

ているのかも含めて今後検討していく必要がある。 
 電子タバコ現在使用者が主に電子タバコを吸う

場所としては、自宅の屋内外や車の中といったプ

ライベートな空間が大多数を占めたが、職場など

（特に仕事をする場所）のパブリックスペースに

おける使用も見受けられた。電子タバコの蒸気に

対する曝露による健康へのリスクはタバコの煙へ

の屋内での曝露より低いと考えられている[10]が、

喫煙が禁止されている場所での電子タバコの使用

に関しては、現在のたばこ規制の取り組みに与え

る影響も懸念されており[1, 8]、今後さらに注視し

ていく必要がある。 
 本研究にはいくつかの限界がある。本研究は全

て自記式の調査（インターネット調査）によって

いるため、データの妥当性について完全には確認

できない。回答における矛盾が認められた対象者

を除外した分析を実施したが、質問方法の不十分

な点やあいまいな点は今後改良の余地がある。従

来からインターネット調査対象者における選択バ

イアス（selection bias）が指摘されてきているが、

本研究ではそれを補正する方法を実施した。ただ

し、一般住民における電子タバコの認知および使

用の割合の真の値が不明であるため、補正等に伴

う選択バイアスの方向の修正がどの程度できたか

どうかに関して知ることはできない。また、電子

タバコの使用状況を詳細に把握するための調査②

においては、調査の対象母集団が「電子タバコ現

在使用者」であるため、調査①の解析で行ったよ

うな、一般住民を対象に実施された別の調査デー

タを用いた結果の補正ができなかった。したがっ

て、上記の選択バイアスが入っている可能性は否

定できない。電子タバコ現在使用者のように出現

頻度の低い集団に対する調査手法としては、十分

な分析対象者数を確保する観点からも本インター

ネット調査は有用であったと考えられるが、将来

的には一般住民における電子タバコの調査が実施

されることを期待する。また、本インターネット

調査では、電子タバコおよび従来のタバコの使用

状況（カテゴリー）に応じて合計の質問数が異な

るため、回答者における負担が異なり回収へ影響

することが、研究結果に反映されているかもしれ

ない。ただし、合計質問数のカテゴリー間の相違

は比較的小さくなるように考慮した。 
 
Ｅ．結論 
 15-69歳の男女において約半数（48%）は電子タ
バコを知っており、6.6%少なくとも4.8%は電子タ

バコを使用したことがあり（使用経験あり）、約1.
3%は電子タバコを直近30日以内に使っていて（現
在使用あり）、同じく約1.3%には電子タバコの50回
以上の使用経験があった（習慣的使用経験あり）。
特に若年層において現在使用が多く認められた。現
在喫煙者で特に使用の割合が高い傾向を認めた一
方、非喫煙者（never smoker）においても男性で3.
5%、女性で1.3%に電子タバコの使用経験を認めた。
また、電子タバコ現在使用者のうち、17.8％が毎日
電子タバコを使用しており、1日の使用ターン数が2
0ターン以上と多い者は21.7％いた。主な電子タバ
コの使用場所は、自宅の屋内が57.6％と最も多く、
職場は計10.0％であった。今後も日本における電子
タバコの認知および使用の動向についてモニタリ
ングを実施し、日本の電子タバコに関する政策を適
切に実施するために電子タバコに関する害とメリ
ットの両方についてエビデンスを形成していく必
要がある。 
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N % N % N % N % N % N %

合計 4084 100.0 4084 100.0 4156 100.0 4156 100.0 8240 100.0 8240 100.0

年齢
15-19歳 443 10.9 443 10.9 438 10.5 438 10.5 881 10.7 881 10.7

20-29歳 720 17.6 720 17.6 742 17.9 742 17.9 1462 17.7 1462 17.7
30-39歳 728 17.8 728 17.8 737 17.7 737 17.7 1465 17.8 1465 17.8
40-49歳 740 18.1 740 18.1 747 18.0 747 18.0 1487 18.0 1487 18.0
50-59歳 722 17.7 722 17.7 739 17.8 739 17.8 1461 17.7 1461 17.7
60-69歳 731 17.9 731 17.9 753 18.1 753 18.1 1484 18.0 1484 18.0

地域
北海道 149 3.7 91 2.2 202 4.9 111 2.7 351 4.3 202 2.5
東北 246 6.0 489 12.0 227 5.5 450 10.8 473 5.7 939 11.4
北関東 177 4.3 254 6.2 152 3.7 244 5.9 329 4.0 498 6.0
東京圏 1449 35.5 586 14.4 1354 32.6 539 13.0 2803 34.0 1125 13.7
中部・北陸 368 9.0 674 16.5 337 8.1 596 14.4 705 8.6 1271 15.4
中京圏 402 9.8 296 7.3 373 9.0 302 7.3 775 9.4 599 7.3
大阪圏 584 14.3 332 8.1 717 17.3 351 8.4 1301 15.8 683 8.3
京阪周辺 117 2.9 185 4.5 128 3.1 239 5.8 245 3.0 424 5.1

中国 209 5.1 368 9.0 216 5.2 387 9.3 425 5.2 755 9.2

四国 93 2.3 234 5.7 126 3.0 256 6.2 219 2.7 491 6.0

九州・沖縄 290 7.1 573 14.0 324 7.8 681 16.4 614 7.5 1253 15.2

婚姻状況
既婚 2206 54.0 2480 60.7 2404 57.8 2486 59.8 4610 55.9 4967 60.3

未婚 1712 41.9 1477 36.2 1426 34.3 1320 31.8 3138 38.1 2798 34.0

死別 24 0.6 28 0.7 86 2.1 109 2.6 110 1.3 137 1.7

離別（離婚） 142 3.5 98 2.4 240 5.8 240 5.8 382 4.6 338 4.1

学歴
中学／その他 168 4.2 466 11.7 146 3.5 414 10.2 314 3.8 880 10.7

高校 1121 27.8 1711 42.9 1328 32.2 1874 46.0 2449 29.7 3586 43.5

専門学校／短大／高専 484 12.0 501 12.6 1236 29.9 1151 28.3 1720 20.9 1651 20.0

大学 1993 49.3 1191 29.9 1323 32.0 610 15.0 3316 40.2 1801 21.9

大学院 273 6.8 116 2.9 96 2.3 23 0.6 369 4.5 139 1.7

住居
持ち家なし 1296 31.7 1141 27.9 1413 34.0 1137 27.4 2709 32.9 2278 27.6

持ち家あり 2788 68.3 2943 72.1 2743 66.0 3019 72.6 5531 67.1 5962 72.4

就業状況
役員 181 4.4 329 8.1 59 1.4 101 2.4 240 2.9 430 5.2
正規職員 2035 49.8 1913 46.8 831 20.0 860 20.7 2866 34.8 2773 33.7
自営業主/家族従業者 364 8.9 470 11.5 184 4.4 228 5.5 548 6.7 698 8.5
パート/アルバイト
/契約社員/内職

470 11.5 501 12.3 1118 26.9 1201 28.9 1588 19.3 1702 20.7

家事/専業主婦 25 0.6 35 0.9 1327 31.9 1147 27.6 1352 16.4 1181 14.3
リタイア/介護/その他 130 3.2 222 5.4 38 0.9 71 1.7 168 2.0 294 3.6
通学/学生 480 11.8 399 9.8 374 9.0 334 8.0 854 10.4 733 8.9
失業/無職 399 9.8 215 5.3 225 5.4 214 5.2 624 7.6 429 5.2

主観的健康感
よい 1215 29.8 963 23.6 1321 31.8 848 20.4 2536 30.8 1811 22.0
まあよい 1209 29.6 796 19.5 1282 30.9 771 18.6 2491 30.2 1568 19.0
ふつう 1184 29.0 1920 47.0 1106 26.6 2035 49.0 2290 27.8 3954 48.0
あまりよくない 388 9.5 347 8.5 391 9.4 466 11.2 779 9.5 813 9.9
よくない 88 2.2 58 1.4 56 1.4 36 0.9 144 1.7 94 1.1

喫煙状況
非喫煙者 2157 52.8 1804 44.2 3232 77.8 3137 75.5 5389 65.4 4941 60.0
過去喫煙者 1155 28.3 995 24.4 590 14.2 614 14.8 1745 21.2 1608 19.5
現在喫煙者 772 18.9 1285 31.5 334 8.0 405 9.7 1106 13.4 1690 20.5

表1．電子タバコに関するインターネット調査回答者の特性

*インターネット調査データの偏りを補正するために重み付けした値であり、Nは四捨五入により整数として提示した。

補正後* 補正前 補正後*

男性 女性 合計

補正前 補正後* 補正前



 

 

N ％ 補正前 補正後 国民生活基礎調査‡ 補正前 補正後 補正前 補正後 補正前 補正後 補正前 補正後 補正前 補正後
男女合計 8240 100 13.4 20.5 43.8 48.0 5.34 6.60 3.80 4.77 1.21 1.29 1.00 1.33
男性
男性合計 4084 49.6 18.9 31.5 48.8 53.2 6.98 9.17 5.00 6.68 1.54 1.70 1.40 2.04
年齢階級

15-19歳 443 10.8 3.6 3.6 3.8 54.0 55.9 5.19 5.75 3.16 4.22 2.26 2.59 0.90 1.14
20-29歳 720 17.6 13.8 29.4 36.5 49.7 52.3 8.75 12.50 6.39 9.47 3.61 3.81 0.83 1.69
30-39歳 728 17.8 20.6 40.6 43.4 49.6 56.3 8.52 12.69 5.63 8.65 1.51 1.87 1.65 3.13
40-49歳 740 18.1 25.4 38.5 40.9 45.0 49.8 7.57 11.28 5.68 7.22 1.08 1.49 2.16 3.40
50-59歳 722 17.7 25.6 36.4 39.4 47.9 52.5 5.68 5.32 3.88 4.44 0.55 0.35 1.11 0.87
60-69歳 731 17.9 18.3 29.4 31.2 48.6 53.4 5.47 6.12 4.51 5.17 0.55 0.46 1.50 1.64

喫煙状況
非喫煙者 2157 52.8 41.5 44.2 2.46 3.51 1.85 2.73 0.65 0.60 0.23 0.10
過去喫煙者 1155 28.3 50.5 52.7 6.93 7.70 4.59 5.28 1.73 1.75 1.39 1.53
現在喫煙者 772 18.9 66.5 66.2 19.69 18.25 14.38 13.32 3.76 3.20 4.66 5.17

女性
女性合計 4156 50.4 8.0 9.7 39.0 42.9 3.73 4.07 2.62 2.88 0.89 0.88 0.60 0.63
年齢階級

15-19歳 438 10.5 1.8 1.5 1.4 45.9 48.0 3.88 3.09 2.05 2.46 1.60 0.67 0.00 0.00
20-29歳 742 17.9 6.6 10.9 13.0 41.0 48.1 5.39 7.10 3.77 4.96 1.08 2.19 0.54 0.97
30-39歳 737 17.7 8.5 13.6 15.6 38.5 39.6 3.93 4.37 2.58 2.67 1.09 1.17 0.54 0.49
40-49歳 747 18.0 11.0 13.1 15.4 37.6 43.3 3.35 3.63 2.54 2.38 0.40 0.44 0.54 0.50
50-59歳 739 17.8 11.6 8.8 13.7 37.9 40.9 2.98 2.92 2.30 2.13 0.95 0.28 0.81 0.57
60-69歳 753 18.1 6.1 7.2 8.3 36.0 39.5 2.92 2.93 2.26 2.52 0.53 0.47 0.93 0.96

喫煙状況
非喫煙者 3232 77.8 34.3 37.0 1.18 1.25 0.96 0.83 0.31 0.27 0.19 0.10

過去喫煙者 590 14.2 51.0 56.4 8.64 8.94 6.27 6.95 1.53 1.68 1.02 0.92

現在喫煙者 334 8.0 62.9 68.1 19.76 18.53 12.28 12.61 5.39 4.44 3.89 4.24
*手巻きタバコも含む。ただし、手巻きタバコの割合は少ない。

表2. 日本における性・年齢階級・喫煙状況別の電子タバコの認知および使用の割合（％）

†電子タバコには、電子タバコ（ニコチンを含んでいるもの）、電子タバコ（ニコチンを含んでいないもの）、電子タバコ（ニコチンを含んでいるかどうか分からないもの）、プルームお
よびアイコスを含む。

‡国民生活基礎調査における性年齢階級別の現在喫煙の割合。15-19歳は2010年調査、その他の年齢階級は2013年調査の結果である。

電子タバコ†
現在喫煙

紙巻タバコ*
知っている 現在使用 習慣的使用経験使用経験 使用経験（矛盾なし）



 

性別 住居

男性 617 (82.5%) 持家（一戸建） 414 (55.3%)

女性 131 (17.5%) 持家（分譲マンション） 119 (15.9%)

賃貸住宅 185 (24.7%)

年齢 その他 30 (4.0%)

平均±SD 46.2 ±10.7

 　20代 44 (5.9%) 就業状況

 　30代 167 (22.3%) 正社員／自営業 578 (77.3%)

 　40代 252 (33.7%) 派遣／契約／アルバイト／パート／内職 71 (9.5%)

 　50代 189 (25.3%) 無職／その他 99 (13.2%)

　 60代 96 (12.8%)

世帯収入

地域 200万円未満 57 (7.6%)

北海道・東北 84 (11.2%) 200－500万 195 (26.1%)

関東 277 (37.0%) 500－800万円 198 (26.5%)

中部 115 (15.4%) 800－1200万円 140 (18.7%)

近畿 155 (20.7%) 1200万円以上 101 (13.5%)

中国・四国 61 (8.2%) 答えたくない／わからない 57 (7.6%)

九州・沖縄 56 (7.5%)

医療保険加入状況

婚姻状況 国民健康保険（市町村） 251 (33.6%)

既婚 460 (61.5%) 国民健康保険（組合） 76 (10.2%)

未婚 218 (29.1%) 被用者保険 396 (52.9%)

死別／離別 70 (9.4%) 生活保護／無保険／その他 25 (3.3%)

世帯人数 健康状態

1人 141 (18.9%) よい 159 (21.3%)

2人 151 (20.2%) まあよい 239 (32.0%)

3人 203 (27.1%) ふつう 215 (28.7%)

4人 154 (20.6%) あまりよくない 114 (15.2%)

5人以上 99 (13.2%) よくない 21 (2.8%)

最終学歴 紙巻き/手巻きタバコの喫煙状況

中学／その他 18 (2.4%) 非喫煙者 87 (11.6%)

高校 175 (23.3%) 過去喫煙者 98 (13.1%)

専門学校／短大／高専 132 (17.6%) 現在喫煙者 563 (75.3%)

大学 378 (50.5%)

大学院 45 (6.0%)

　表3．　電子タバコ現在使用者の属性 (調査②：n=748)



 
IQR: Inter-Quartile Range (1st quartile - 3rd quartile) 

直近30日間の使用日数 使用したことのある本体の種類 主に使用するブランド (未回答86)

中央値（IQR) 10 (3 - 20) 中央値（IQR) 2 (1 - 3) NJOY 117 (15.6%)

　　1日 92 (12.3%) 　　1種類 331 (44.3%) Blu 54 (7.2%)

　　2－4日 142 (19.0%) 　　2－4種類 342 (45.7%) VAPE X6 157 (21.0%)

　　5－9日 110 (14.7%) 　　5種類以上 75 (10.0%) Ploom 101 (13.5%)

　　10－19日 161 (21.5%) iQOS 34 (4.5%)

　　20－29日 110 (14.7%) その他 199 (26.6%)

　　30日 133 (17.8%) 使用したことのあるリキッドの種類

中央値（IQR) 2 (1 - 5) 主な電子タバコの使用場所（未回答89）

　　1種類 242 (32.4%) 自宅の屋内 431 (57.6%)

これまでの累計ターン数 　　2－4種類 295 (39.4%) 自宅の屋外 68 (9.1%)

1－4ターン 163 (21.8%) 　　5－9種類 131 (17.5%) 路上 9 (1.2%)

5－9ターン 68 (9.1%) 　　10種類以上 80 (10.7%) 公園 12 (1.6%)

10－19ターン 69 (9.2%) 学校 0 (0.0%)

20－49ターン 46 (6.1%) 電子タバコの入手場所 （複数回答可） レストラン 7 (0.9%)

50－99ターン 42 (5.6%) 小売店・コンビニ・スーパー・専門店 253 (33.8%) 喫茶店 6 (0.8%)

100－199ターン 67 (9.0%) ドラッグストア・薬局・薬店 173 (23.1%) 居酒屋・バー 20 (2.7%)

200－998ターン 64 (8.6%) ネット通販 458 (61.2%) 車の中 30 (4.0%)

それ以上・数えられない 229 (30.6%) 友人・知人から 50 (6.7%) 電車の中 0 (0.0%)

家族・親族から 23 (3.1%) 駅のホーム 1 (0.1%)

1日のターン数 その他 13 (1.7%) 職場（仕事をする場所） 36 (4.8%)

中央値（IQR) 3 (1 - 10) 職場の屋内喫煙所 21 (2.8%)

　　1ターン 198 (26.5%) 職場の屋外喫煙所 18 (2.4%)

　　2－4ターン 216 (28.9%)

　　5－9ターン 130 (17.4%)

　　10－49ターン 184 (24.6%)

　　50ターン以上 20 (2.7%)

　表4．　電子タバコ使用状況 (調査②：n=748)


